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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】通常の半導体装置の製造工程のみを用いて形成
することができ、電流集中が生じない接続構造を備えた
半導体装置を提供する。
【解決手段】配線部材を第１の配線部材と第２の配線部
材とし、第１の配線部材上には、段間部を被覆するよう
に絶縁部材が積層し、さらに第２の配線部材が形成する
。第２の配線部材は、段間部によって分離された領域で
、コンタクト領域との間に電流経路を形成する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　絶縁膜の一部が除去され、コンタクト領域が露出し、前記絶縁膜上に積層した配線部材
が前記コンタクト領域に延出して接続する接続構造を備えた半導体装置において、
　前記配線部材は、前記絶縁膜上に積層したオーバーラップ部と前記コンタクト領域上に
積層するコンタクト部とが連続した第１の配線部材と、該第１の配線部材上に積層した第
２の配線部材とで構成され、
　前記第１の配線部材上に、前記オーバーラップ部と前記コンタクト部との間の段間部を
被覆するように絶縁部材が積層し、該絶縁部材上に前記第２の配線部材が積層し、
　前記第２の配線部材は、前記第１の配線部材の前記オーバーラップ部と前記コンタクト
部との間に電流経路を形成し、前記第１の配線部材と前記第２の配線部材が一体として半
導体装置の配線部材を構成することを特徴とする半導体装置。
【請求項２】
　請求項１記載の半導体装置において、前記コンタクト領域は、区画された形状を有し、
前記第２の配線材料は、前記コンタクト領域の中央部分に前記電流経路を形成することを
特徴とする半導体装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、半導体装置の接続構造に関し、特に半導体装置のコンタクト領域と金属配線
、あるいは下層配線のコンタクト領域と上層配線との間の接続構造等に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、省エネルギーの観点から高耐圧、大電流用途の半導体装置の需要が高まっている
。このような半導体装置では、低オン抵抗の要請から単位面積当たりの電流密度が増加し
、配線部材への負荷が増加している。一方、オーディオ用途のオペアンプなどのアナログ
半導体装置では、入力信号を忠実に増幅して出力する高音質化の要請から、低抵抗の配線
部材が望まれている。配線部材としては、一般的にアルミニウムが使用され、上記要請を
満足するため、膜厚を厚くしたアルミニウム配線を形成することになる。
【０００３】
　アルミニウム配線は、通常スパッタ法や蒸着法により形成される。図４は、一般的な接
続構造の製造工程の説明図で、半導体基板上に形成されているコンタクト領域にアルミニ
ウム配線を形成する場合の一例である。図４（ａ）に示すように、半導体基板１表面に形
成されたコンタクト領域２を露出するように絶縁膜３の一部がエッチング除去され、コン
タクトホール４が形成される。コンタクトホール４は、例えば円形、長方形等の所定の形
状に区画されている。
【０００４】
　その後、例えばスパッタ法によりアルミニウム膜を全面に堆積し、通常のフォトリソグ
ラフ法によりアルミニウム配線５をパターニングする（図４ｂ）。
【０００５】
　ところで、通常スパッタ法により形成したアルミニウム配線５は、段差の被覆性が悪い
ことが知られている。図４（ｂ）に示すように、コンタクト領域２上に積層したコンタク
ト部６のアルミニウム配線の厚さや絶縁膜３上に堆積したオーバーラップ部７のアルミニ
ウム配線５の厚さと比較して、絶縁膜３の開口部の側壁部近傍（段間部）のアルミニウム
配線５の厚さは連続した一定の厚さとならず、電流経路としてみたときの断面積が小さく
なり、配線抵抗が大きくなってしまう。
【０００６】
　これは、段間部の被覆性が悪いことに加え、絶縁膜３上に堆積するアルミニウム配線５
の断面形状が図４（ｂ）に示すように逆テーパー形状となるためである。このような被覆
性の悪さは、スパッタ法に限らず、蒸着法により形成したアルミニウム配線でも同様であ
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る。さらにアルミニウム以外の配線材料でも同様である。
【０００７】
　そのため、オーバーラップ部７からコンタクト領域２へ電流が流れる場合に、段間部で
局所的に電流密度が高くなってしまう。その結果、ジュール発熱によりアルミニウム配線
５の温度が上昇し、さらにエレクトロマイグレーションが加速されるという現象が生じる
という問題があった。また、オーディオ用途の半導体装置の場合には、信号劣化が生じて
しまうという問題があった。
【０００８】
　このような段間部でアルミニウム配線５の厚さが薄くなる現象は、コンタクトホール４
の大きさが小さくなると、図５に示すように顕著となることも知られている。
【０００９】
　さらに多層配線構造を備える半導体装置のビアホール構造を図６に示す。下層配線８上
に形成された層間絶縁膜９の一部がエッチング除去されビアホール１１が形成され、露出
する部分（コンタクト部）に接続するように上層配線膜１０を形成する場合も、層間絶縁
膜９の側壁部近傍（段間部）の上層配線膜１０の厚さが薄くなってしまうことがわかる。
【００１０】
　このような段間部の配線材料の電流経路の断面積が小さくなってしまうという問題を解
消するため、絶縁膜３や層間絶縁膜９に相当する絶縁膜の形状を制御する方法が種々提案
されている（例えば、特許文献１、特許文献２）。
【００１１】
　さらに、配線材料を流れる電流がコンタクトホール４あるいはビアホール１１の一部に
集中しないように、オーバーラップ部７のアルミニウム配線５や上層配線１０にスリット
を形成し、電流を分散させたり、コンタクトホール４等のレイアウトを変更する等の工夫
を行う必要があった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開２００１－３０８１７６号公報
【特許文献２】特開２００３－１５２０７５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１３】
　従来提案されている絶縁膜３や層間絶縁膜９に相当する絶縁膜の形状を制御する方法は
、所望の形状を得るために、製造工程の制御が複雑になるという問題があった。また、ス
リットを形成したり、レイアウトを変更する等の方法は、微細化、小型化の妨げとなると
いう問題があった。本発明はこのような問題点を解消し、通常の半導体装置の製造工程の
みを用いて形成することができ、電流集中が生じない接続構造を備えた半導体装置を提供
することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　上記目的を達成するため、本願請求項１に係る発明は、絶縁膜の一部が除去され、コン
タクト領域が露出し、前記絶縁膜上に積層した配線部材が前記コンタクト領域に延出して
接続する接続構造を備えた半導体装置において、前記配線部材は、前記絶縁膜上に積層し
たオーバーラップ部と前記コンタクト領域上に積層するコンタクト部とが連続した第１の
配線部材と、該第１の配線部材上に積層した第２の配線部材とで構成され、前記第１の配
線部材上には、前記オーバーラップ部と前記コンタクト部との間の段間部を被覆するよう
に絶縁部材が積層し、該絶縁部材上に前記第２の配線部材が積層し、前記第２の配線部材
は、前記第１の配線部材の前記オーバーラップ部と前記コンタクト部との間に電流経路を
形成し、前記第１の配線部材と前記第２の配線部材が一体として半導体装置の配線部材を
構成することを特徴とする。
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【００１５】
　本願請求項２に係る発明は、請求項１記載の半導体装置において、前記コンタクト領域
は、区画された形状を有し、前記第２の配線材料は、前記コンタクト領域の中央部分に前
記電流経路を形成することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明の半導体装置は、配線部材が第１の配線部材と第２の配線部材とに分かれており
、第１の配線部材の段間部の電流経路と第２の配線部材の電流経路が並列に接続した構成
とすることで電流経路を分散させることができ、局所的な電流集中を防ぐことができる。
特に接続構造の段間部から離れた部分に第２の配線部材により電流経路を形成することは
、単層の配線部材を厚く形成した場合には形成され難く、本発明の利点は大きい。
【００１７】
　また本発明の配線部材は、段間部上に絶縁膜を形成するだけで、電流経路を分散させる
ことができる。また、段間部上に形成する絶縁膜は、特別な形状制御を行う必要がないた
め、非常に簡便な製造方法により形成することができるという利点がある。
【００１８】
　本発明による半導体装置は、その接続構造において、電流集中を防止することができる
ため、エレクトロマイグレーション寿命が長くなり、信頼性の高い半導体装置となる。特
に、大電流用途の半導体装置において、単位面積当たり多くの電流を流すことが可能とな
り、利点が大きい。さらにオーディオ用途の半導体装置では、出力信号の劣化を防ぐこと
ができ、高音質の半導体装置を提供できるという利点がある。
【図面の簡単な説明】
【００１９】
【図１】本発明に係る半導体装置の製造工程の説明図である。
【図２】本発明に係る別の半導体装置の説明図である。
【図３】本発明に係るさらに別の半導体装置の説明図である。
【図４】従来のこの種の半導体装置の製造工程の説明図である。
【図５】従来のこの種の別の半導体装置の説明図である。
【図６】従来のこの種のさらに別の半導体装置の説明図である。
【発明を実施するための形態】
【００２０】
　本発明の半導体装置は、コンタクトホールあるいはビアホールのような配線構造におい
て、配線部材を第１の配線部材と第２の配線部材に分け、これらを並列に接続した構成と
することで電流経路を分散させ、局所的な電流集中を防ぐことができる構成となっている
。以下、本発明の実施例について詳細に説明する。
【実施例１】
【００２１】
　図１は、本発明に係る半導体装置の製造工程の説明図である。図１（ａ）は、図４（ｂ
）で説明した従来の接続構造と同一である。即ち、半導体基板上に形成されているコンタ
クト領域にアルミニウム配線を形成する場合の一例である。図１（ａ）に示すように、半
導体基板１表面に形成されたコンタクト領域２を露出するように絶縁膜３の一部がエッチ
ング除去され、コンタクトホールが形成される。ここで、絶縁膜３の厚さは０．７μｍ程
度とする。その後、例えばスパッタ法により厚さ１μｍ程度のアルミニウム膜を全面に堆
積させる（図１ａ）。なお、コンタクトホールの平面形状は、所定の形状に区画された一
般的な形状となる。
【００２２】
　通常スパッタ法により形成した第１のアルミニウム配線１２（アルミニウム配線５に相
当）は、段差の被覆性が悪く、従来例で説明したように、コンタクト領域２上に積層した
コンタクト部６のアルミニウム配線の厚さや絶縁膜３上に堆積したオーバーラップ部７の
アルミニウム配線の厚さと比較して、絶縁膜３の開口部の側壁部近傍（段間部）のアルミ
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ニウム配線の厚さは連続した一定の厚さとならず、電流経路としてみたときの断面積が小
さくなってしまう。
【００２３】
　そこで本発明では、第１のアルミニウム配線１２上に、絶縁材料１３を介して第２のア
ルミニウム配線１４を積層形成する。ここで、絶縁材料１３は、第１のアルミニウム配線
１２の逆テーパー形状を埋める必要があるため、段差被覆性の良いものを選択する。具体
的には一例として、ＴＥＯＳ（Tetra Ethyl Ortho Silicate）を原料とするプラズマＣＶ
Ｄ法により形成する酸化膜を選択し、厚さ０．５μｍ程度堆積させることができる。
【００２４】
　図１（ｂ）に示すように絶縁材料１３を段間部のみに残す方法は、一般的な半導体装置
の製造工程においてサイドウォールを形成する方法と同一である。即ち、第１のアルミニ
ウム配線１２上にプラズマＣＶＤ法で酸化膜を堆積させた後、この堆積させた酸化膜を第
１のアルミニウム配線１２が露出するまで異方性エッチングを行う。その結果、段間部に
選択的に酸化膜からなる絶縁材料１３を残すことができる。
【００２５】
　その後、第２のアルミニウム配線１４を、厚さ２μｍ程度堆積させ、所望のパターニン
グを行う。このパターニングにより、先に形成した第１のアルミニウム配線１２のパター
ニングを同時に行うことで、第１のアルミニウム配線１２と第２のアルミニウム配線１４
からなる配線材が一体形成できる（図１ｃ）。
【００２６】
　このように本発明による半導体装置では、第１のアルミニウム配線１２により形成され
る電流経路と、第２のアルミニウム配線１４により形成される電流経路が並列に接続され
た構造となり、電流経路が分散し、局所的な電流集中が無くなる。特に第２のアルミニウ
ム配線１４により形成される電流経路は、コンタクト部６の図面中央部分に電流経路を形
成することができる。
【００２７】
　一般的に通常の単層のアルミニウム配線の厚さを厚くした場合には、オーバーラップ部
７に近いコンタクト領域２の周辺部のみに電流経路が形成され、コンタクト領域２の中央
部分には電流経路が形成されない。これに対し本願発明の半導体装置は、コンタクト部６
の中央部分から電流経路が形成されることになり、本発明の利点は大きい。
【００２８】
　次に、図１（ｃ）に示す構造の半導体装置の接続構造の電流経路について詳細に説明す
る。電流は第１のアルミニウム配線１２および第２のアルミニウム配線１４からコンタク
ト領域２へ流れるものとする。コンタクトホールから遠い部分では、第１のアルミニウム
配線１２および第２のアルミニウム配線１４の間には、絶縁材料１３は形成されておらず
、これらは一体となっており、全体を電流が流れることになる。その後コンタクトホール
近傍では、第１のアルミニウム配線１２を流れる電流は、絶縁材料１３直下の狭い電流経
路を通り、コンタクト領域２へ流入する。この場合、電流が流れる距離は短いが、抵抗は
高いことになる。一方、第２のアルミニウム配線１４を流れる電流は、絶縁材料１３上を
通過し、コンタクト領域２の中央部分からコンタクト領域２へ流入する。この場合、電流
が流れる距離は長いが、抵抗は低いことになる。その結果、第１のアルミニウム配線１２
を流れる電流と、第２のアルミニウム配線１４を流れる電流に分散し、コンタクト領域２
に流入することになる。なお、第１のアルミニウム配線１２を流れる電流量と第２のアル
ミニウム配線１４を流れる電流量の割合は、配線材料の抵抗、厚さ、コンタクトホールの
大きさ等種々パラメータにより調整することができる。
【実施例２】
【００２９】
　第１の実施例で説明した電流経路の分散は、コンタクトホールの大きさが異なる場合で
も同様となる。図２は、上記図１で説明したコンタクトホールより大きさが小さい場合を
示している。このような構造の半導体装置の接続構造の電流経路について説明する。電流
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は第１のアルミニウム配線１２および第２のアルミニウム配線１４からコンタクト領域２
へ流れることとする。前述の説明同様、コンタクトホールから遠い部分では、第１のアル
ミニウム配線１２および第２のアルミニウム配線１４は一体となっており、全体を流れる
ことになる。その後コンタクトホール近傍では、第１のアルミニウム配線１２を流れる電
流は、絶縁材料１３直下の狭い電流経路を通り、コンタクト領域２へ流入する。この場合
、電流が流れる距離は短く、抵抗は高いことになる。一方、第２のアルミニウム配線１４
を流れる電流は、絶縁材料１３上を通過し、コンタクト領域２の中央部分からコンタクト
領域２へ流入する。この場合、電流が流れる距離、抵抗とも、絶縁材料１３直下を流れる
場合とほぼ同等となる。その結果、第１のアルミニウム配線１２を流れる電流と、第２の
アルミニウム配線１４を流れる電流に分散し、コンタクト領域２に流入する。この場合も
、コンタクトホール中央部に電流経路が形成されることになる。
【実施例３】
【００３０】
　次に絶縁材料１３の形成方法を変えた別の実施例について説明する。上記実施例では、
いわゆるサイドウォールを形成する方法により自己整合的に絶縁材料１３を形成する場合
を説明したが、本発明はこれに限定されるものではなく、通常のフォトリソグラフ法によ
り形成することも可能である。例えば図３に示すように、比較的コンタクトホールが大き
い場合は、フォトレジストをエッチングマスクとして使用し、段間部に絶縁材料１３を残
すことも可能である。またさらに、大きさが異なるコンタクトホールが混在する場合、図
３に示すように、フォトレジストをエッチングマスクとして使用する部分と、エッチング
マスクを用いず、自己整合的に形成する部分を同時に形成することも可能である。
【００３１】
　以上本発明の実施例について説明したが、本発明はこれらに限定されるものでないこと
はいうまでもない。例えば、多層配線構造の場合には、上記説明した半導体基板１および
その表面に形成したコンタクト領域２が下層配線となり、絶縁膜３が層間絶縁膜となり、
第１のアルミニウム配線１２上に絶縁材料１３を介して積層する第２のアルミニウム配線
１４が上層配線となる。
【００３２】
　また、電流の流れる方向が限定されている場合、例えば、図３において、アルミニウム
配線を図面右側から電流が流入し、コンタクト領域２から半導体基板１の左側に電流が流
れる場合のように、電流経路が限定される場合には、図３中、左側にコンタクトホールに
は、絶縁材料１３をコンタクトホール全周に形成する必要はなく、図面右側のみに形成す
る等変更可能である。
【符号の説明】
【００３３】
１：半導体基板、２：コンタクト領域、３：絶縁膜、４：コンタクトホール、５：アルミ
ニウム配線、６：コンタクト部、７：オーバーラップ部、８：下層配線、９：層間絶縁膜
、１０：上層配線、１１：ビアホール、１２：第１のアルミニウム配線、１３：絶縁材料
、１４：第２のアルミニウム配線
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